研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　TQMチーム　　　　　職　種　事務員　　氏　名　佐藤　輝美

	期　　間　　平成２０年１１月６日　～　平成２０年１１月７日

	出張目的　　できる！給与計算＆年末調整の実務　

	出 張 先　　厚生会館

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜考察＞

　今回の研修は、給与計算と年末調整の仕組みと実務に関する内容であり、基本的なことの説明ではありましたが、不足していた知識や曖昧な知識が多くあることに気づくことができ、また学ぶべきことや再度理解する必要がある項目について認識することができました。たいてい本を読んで、知識を得、理解することが多かったのですが、基本的なことの研修であっても、本だけでは分からないような視点や注意するべき点についても説明があるので、定期的にこのような研修に参加するといい刺激にもなり、最新の情報を得ることもできるのではないかと思いました。

研修の内容では、給与計算においては、基本項目を含んだ月間・年間フローとして説明がありましたので、今後の年間計画の作成や業務整理をするための参考資料になると思いました。年末調整に関しては、年末調整とは何かといった仕組みから、実務をするうえで必要な計算の問題練習や控除項目についての説明があり、特に控除項目の内容を理解することで、控除額を増やすといった有利な処理ができるのではないかと思いました。これから年末調整の処理をしていきますので、この研修内容を活かしていけるように進めていきたいと思います。

＜研修要旨＞

Ⅰ　給与（賞与）計算の年間フローの確認

■月間フロー（前月末日締　当月25日払いの例）

　・所得税・住民税は翌月10日精算（納付）

　・厚生年金、健康保険、介護保険料は前月分を今月末までに精算（納付）

	月初
	10日
	25日　　　　　　　　　　　　　　月末

	
	
	


月次更新　　　　（前月徴収分）　　　　　　給与計算　　支給　　　　（前月分）

勤怠の締め　　　　　源泉所得税の納付　　　給与送金　　　　　　　　　　厚生年金保険料の納付

　　　　　　　　　　地方税の納付　　　　　給与明細書の発行　　　　　　健康保険料の納付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　介護保険料の納付

※社会保険料について

･･･当月分保険料を当月給与から引くことはできるが、労使協定が必要となる。届出は不要。

■年間フロー

　・給与計算は毎年1月～12月が1年度

　・雇用保険、労災保険料は4月分～翌年3月分をまとめて精算（年度更新）

	1月
	2月
	3月
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


給与支払　　　　　　　　　　　　　　労働保険料　算定事務　　　　　　　新標準　　　 年末調整

報告書や　　　　　　　　　　　　　　の精算　　　　　　　　　　　　　　報酬月額

法定調書　　　　　　　　　　　　　（6/1～7/10） 住民税の　　　　　　　の反映　　　　賞与支払

の提出　　　　　　　　　　　　　　（雇用保険　　変更確認　　　　　　（9月分～）　　届の提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　労災保険）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

給与所得　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　賞与支払　　　　　　　　　　　 支払月の

者の扶養　　　　　　　　　　　　　　住民税徴収　届の提出　　　　　　　　　　　 翌月末までに

控除等(異　　　　　　　　　　　　　 額変更　　　　↓            　　　　　　　 保険料納付

動)申告書　　　　　　　　　　　　　（新年度）　 支払月の

の受理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　翌月末までに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保険料納付

	1月
	2月
	3月
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


■月例給与の計算フロー（月例給）

	項目
	確認書類

	1．総支給額
	－就業規則・労働契約書・タイムカード　等

	＊非課税給与額（非課税通勤費）を含む
	－通勤費申請書

	　　　　　　　　　　　　　　＊総支給額は雇用保険料の算出基準額となる


　　　△（△＝引く）

	2．社会保険料
	－資格取得届・月額変更届・算定基礎届

	（厚生年金、健康保険・介護保険・雇用保険）
	－各保険料率表

	＊労災保険料は全額会社負担
	


　→社会保険料控除後の額（課税所得）{１（非課税給与額を除く）－2の額}と扶養状況から所得税額を決定

　　　△

	3．所得税額
	－給与所得者の扶養控除等(異動)申告書提出者

　　→甲欄適用

	
	－給与所得者の扶養控除等(異動)申告書未提出

　　→乙欄適用

	
	　源泉徴収税額表（Ｈ19年1月1日より改正）


　　　△

	4．住民税
	－住民税特別徴収税額通知書


　　　△

	5．その他の控除
	－労使協定

（財形貯蓄・社宅費・食事費・貸付金返済等）


＊総支給額（1－2－3－4－5の計）の決定

■賞与の計算フロー

	項目
	確認書類

	1．賞与額の設定
	


　　　△

	2．社会保険料
	－各保険料率表

	（厚生年金、健康保険・介護保険・雇用保険）
	

	＊労災保険料は全額会社負担
	


→前月支払い給与の社会保険料控除後の額（課税所得）と扶養状況から所得税額を決定

　＊月例給と異なり、“賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表”を利用する

　　　△

	3．所得税
	－給与所得者の扶養控除等(異動)申告書提出者

　　→甲欄適用

	
	－給与所得者の扶養控除等(異動)申告書未提出

　　→乙欄適用

	
	－源泉徴収税額表（H19年1月1日より改正）


　　　△

	5．その他の控除
	－労使協定

（財形貯蓄・社宅費・食事費・貸付金返済等）


＊支給額（1－2－3－4の額）の決定

■支給額の確認に必要な書類

・就業規則

・個別労働契約書（労働者雇入通知書）

・労使協定

・通勤費申請書

・口座振込み依頼書（同意書）

・給与所得者の扶養控除等（異動）申告書

・源泉徴収税額表（平成20年4月以降適用分）・・・平成19年4月以降分と同じ

・住民税特別徴収税額通知書

・各種給与控除資料（任意生命保険料控除一覧表/財形控除一覧表など）

・標準報酬月額のわかる書類（資格取得届・算定届・月変届など）

・健康保険・厚生年金保険の標準報酬月額保険料額表

・厚生年金基金加入者の厚生年金保険の保険料額表

・タイムカード（勤怠表）

・有給休暇取得届及び有給休暇算日数表　　など

■労働時間と休日　　＊管理監督者は適用除外

・法定労働時間と所定労働時間とは

　　法定労働時間　⇒　労働基準法によって定められたもの

　　所定労働時間　⇒　事業所によって定められたもの

　　＊労働時間＝実労働時間＝拘束時間－休憩時間

　→　労働基準法は最低の条件を定めたもの→必ずクリアしなくてはならないルール

　　法定労働時間：8時間/日　40時間/週　（特例事業　44時間/週）

　　　　　　　　　　＊例外　変形労働時間制（フレックスタイム制など）

　　休日　　　　：最低1日/週

　　　　　　　　　　＊例外　変形休日制（4週間に4日の休日）

■時間外労働・休日労働の原則

・時間外労働・休日労働させることができるのは・・・

　　ⅰ災害の為、臨時の必要性がある　ⅱ36協定の締結＋就業規則等がある場合

	休日労働　　：法定休日の労働

時間外労働　：1日8時間超の労働

深夜労働　　：原則としてPM10：00～翌AM5：00までの労働

⇒36協定を結んでも、時間外労働時間には限度基準がある

　　　原則　45時間/月　360時間/念


　＊管理監督者や機密の事務を取り扱う者、監視又は断続的労働者（行政官庁の許可要）、農業・畜産・養蚕・水産業を行うものは、労働時間・休憩・休日は適用除外。有給休暇・産前産後休業・深夜業は適用する

	法定超労働時間
	左記労働時間帯の割増率

	時間外労働
	通常賃金の2割5分増　以上

	深夜労働
	通常賃金の2割5分増　以上

	休日労働
	通常賃金の3割5分増　以上

	時間外労働＋深夜労働
	通常賃金の5割　以上

	休日労働＋深夜労働
	通常賃金の6割　以上


＊休日労働＋時間外労働はない。休日労働そのものが、時間外労働

■その他の手当て

　　通勤手当・家族扶養手当・役職手当・・・

　　　　　　就業規則や個別労働契約書、労使協定等で確認

　　　　　　　　　　　↓

　　給与計算をする上では、課税か非課税かが重要
＜注意＞

「雇用保険料や労災保険料の基になる賃金、厚生年金保険料や健康保険料（介護保険料）の基になる報酬」と「課税対象の所得」は、別問題

■厚生年金保険　健康保険　介護保険

・月例からの保険料

　　標準報酬月額　×　保険料率（労使折半）

　＊前月分の保険料は、今月支給給与から控除する（原則）

　＊月末退社のときのみ、今月支給給与から今月分の保険料を控除できる

・賞与からの保険料

　＊健康保険は1年度（4月～翌3月）で保険者累計540万円まで、

　　厚生年金保険は支給の都度、150万円まで

　　　標準賞与額　×　保険料率（労使折半）

　　　　＊標準賞与額は、支給額を1000円未満切捨て

＊厚生年金保険料の納付時に、児童手当拠出金（厚生年金保険の標準報酬月額の合計額×1.3/1000の額）も納付する（全額事業主負担）

■雇用保険料

　　雇用保険料＝支給総額　×　雇用保険率

　　＊厚生年金や健康保険のように、標準報酬月額を基に計算しない

　　＊効用保険率は業種によって決まっている

　　＊給与や賞与の支給の都度、控除する

■所得税

・税額表には、月額表と日額表がある。月毎に支払われるものは、月額表を用いる

・月額表には甲欄と乙欄がある（日額表には甲欄、乙欄及び丙欄）

・同一人が同時点で、2箇所以上の事業所に「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」は提出できない

・「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」　提出　⇒　甲欄を適用

・「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」未提出　⇒　乙欄を適用

・乙欄適用者は、確定申告することにより、年税額を再計算

■所得税の適用

	
	支給形態
	適用内容

	所得税
	月例給
	－扶養状況と課税所得で決定（甲欄）

	
	賞与
	－前月支給給与の社会保険料控除後の額と扶養状況で税率が決定

　①前月の給与の支給がない場合　②賞与額が前月の10倍超の場合⇒「支給賞与の社会保険料控除後の額を対象月数で叙した額」と「月額表」で税額を出しその額に対象月数を乗じて算出


＊給与支払いの翌月10日までに、所得税は税務署へ、住民税は各市町村へ納付する

	毎月の給与計算での所得税の算出方法と、賞与計算時の所得税の算出方法は、全く異なります


■所得税のかかる所得・・・課税所得

　課税所得＝総支給額－非課税給与額

　総支給額とは・・・固定的賃金及び非固定的賃金のこと（現物給与を含む）

	総支給額
	
[image: image1]
	固定的賃金　：基本給・通勤手当・家族手当等の固定手当など

非固定的賃金：残業手当・精勤手当・歩合給・一時的調整分など

現物支給　　：定期券で支給する場合の通勤定期券代・社宅・食事など


■所得税のかからない所得・・・非課税所得

　所得税のかからない所得　通勤手当・一定の食事の支給や住宅等の供与・宿日直手当など

■住民税

・住民税には特別徴収と普通徴収の徴収方法があり、社員の住民税は特別徴収するのが原則

・社員を採用、または、社員が退職した時は、住民税の異動届で手続きをする

・住民税額は所得税額と異なり、給与担当者が計算するのではなく、市区町村からの特別徴収税額通知書に記載された額を、給与から控除する

■住民税の適用

	
	支給形態
	適用内容

	住民税
	月例給から控除する
	－毎年5月に、各市町村から住民税特別徴収税額通知書が各事業所に届く

	
	
	通知書に税額が記載されている（年額を12で除して、6月から翌年5月支給の給与で控除する）

＊6月と7月の控除額が異なることが多いので、要注意


＊給与支払いの翌月10日までに、所得税は税務署へ、住民税は各市町村へ納付する

	住民税は、6月から翌年5月までを1年度とし、前年の所得によって、額が決定します

・6月以降その年中に退職する社員・・・一括徴収or普通徴収（本人の選択）

・1月から4月に退職する社員　　・・・一括徴収（本人の申出不要）　　　　　が原則

＊再就職先が決まっている場合は、①必要事項を記入した届出書を転職先経由で市区町村へ提出する、②月額徴収税額と徴収開始月を転職先へ連絡し、退職する会社で転職先の情報を記入し押印した異動届を、市区町村へ提出する場合があり、市区町村で扱いが異なります。


■その他の控除の種類と、賃金の5原則

　財形貯蓄、任意加入の生損保の保険、社宅費、食事費、貸付金の返済など


　　賃金控除のための労使協定が必要

　　～賃金支払いの5原則～

　　　賃金は、①通貨で、②直接、③全額を、④月一回以上、⑤一定期日に支払わなければならない　　　　それぞれに例外があるが、そのうちの③全額払いの例外にあたる。労使協定の締結が必要となる

■“No　Work，No　Pay”は労働基準法の基本的ルール

　＊産前産後休業、生理休暇、育児時間、育児休業・介護休業期間中は無給でもOK

■減額制裁の制限

　＊欠勤、遅刻、早退の時間に対する給与分を差し引くことではない

　　No　Work，No　Pay。制裁として、それ以上のペナルティーを減額すること

	・１事案　→　「平均賃金」の半額以下

・数事案　→　1賃金支払期の総賃金10分の1以下


　　　　＊賞与も賃金（賃金とは、名称の如何を問わず、労働の対象として使用者が労働者に支払うもの・・・労働基準法第11条）

　　　　＊数事案あり、1回の給与等で控除しきれない場合には次回に持ち越しもOK

Ⅱ　年末調整とは

■源泉徴収制度と年末調整との関係

	・日本の所得税は、自主的な「申告納税制度」を採用

・給与等は、源泉徴収制度（給与支払者が、支払いをする都度給与から税額を控除し、毎月納付する制度）を取っている⇒税の前払い制度のようなもの

・1年が終了し年税額が決定した時に、前払いの税額と調整する作業が発生する⇒個々人でするのは、個人も国も手間がかかる



年末調整

	なぜ、年末調整が必要か？・・・年末調整で過不足が生じる理由

・税額表は、支給の都度の控除額に応じた税率となっている。年間を通じた控除は加味されていない。また、賞与については、前月の課税所得に応じた税率となっている。また、月額表等の税額表の階層区分と、年末調整のための税額速算表の年税額とは差異がある

・年の途中で、扶養状況が変わっても、過ぎた期間についての修正はでいない。また、扶養状況は年末時点の現況で判断するため、もともと調整できないものもある

・配偶者特別控除、国民年金保険料等の社会保険料控除、生命保険料控除等の控除であって、年税額には影響するが、毎月の給与計算には加味しないものがある


■年末調整と確定申告の関係

	・給与所得であれば、原則として、年末調整を終了することにより、それまでの源泉徴収税額と年税額との調整が終了する

・しかし、一定額以上の給与の社員については年末調整はしない

・他の事業所からの給与や、または、給与以外に収入がある場合には、その額も合算して計算しないと正しい年税額は決定しない

・医療費控除等のように、年末調整の対象とならない控除がある

・1年が終了した際に給与以外の収入を合わせ、さらに、諸々の控除を加味して年税額を決定するには、個人ベースの申告にならざるを得ない



確定申告

	・確定申告をした場合、税を納付する場合と払った税の還付を受ける場合がある

・申告は毎年2月16日～3月15日に申告納付

・還付の場合は、2月15日以前でも可


■年末調整の対象となる人

原則：「給与所得者の扶養控除（異動）申告書」を提出している人

具体的には次のいずれかに該当する人

・1年を通じて勤務している人

・年の途中で入社（採用）し、年末まで勤務している人

・年の途中で退職した人であって

　　ⅰ　死亡退職した人

　　ⅱ　著しい心身障害のため退職した人であって、年内に再就職が不可能と見込まれる人

・12月中に給与を支給した後に退職する人

・パートタイマー等であって、本末の給与総額が103万円以下である人

＊退職後、本年中に他の会社から給与を受ける人を除く

■年末調整の対象とならない人

原則：「従たる給与についての扶養控除（異動）申告書」を提出しているいわゆる乙欄適用の給与

具体的には次のいずれかに該当する人

・1年の最後の給与を支給するまでに「給与所得者の扶養控除（異動）申告書」を提出していない人

・本年中に確定した給与が2,000万円超の人

・災害による被害を受けた人で、災害減免法により、本年の給与に対する源泉所得税の徴収猶予又は還付を受けた人

・年の途中で退職した人であって、年末調整を行う対象者以外の人

■年末調整を行う給与

・本年中（1月1日～12月31日までに）に支払うことが確定した給与

・現物給与のうち、課税対象となるものがあった場合の額

・年の途中で就職（採用）した人の、就職前の給与であって、その給与が「給与所得者の扶養控除（異動）申告書」を提出して受けていた場合のその額・・・前の会社からの源泉徴収税額票で確認します

・２か所以上から給与を支払われている人であって、年の途中で「給与所得者の扶養控除（異動）申告書」の提出先を変更した場合の下記の部分

	
	1/1～8/31
	9/1～12/31
	

	Ａ社
	甲欄適用給与①
	乙欄適用給与
	

	Ｂ社
	乙欄適用給与②
	甲欄適用給与③
	年末調整の対象①②③


	＊本年中に支払った前年以前分の未払い給与は、前年の年末調整の対象となります。したがって、本年の給与で未払いとなったものを来年以降に繰り越して支払う場合のその繰越分は、今年度の年末調整の対象となります


■年末調整を行わない給与

・本年最後まで「給与所得者の扶養控除（異動）申告書」を提出していない人の給与

・本年中に支払い確定給与が2,000万円超の人の給与

・災害減免法の適用により、所得税の徴収猶予・還付等を受けた人の給与

・本年の途中で退職した人の給与

　＊死亡退職や、重度の心身障害等のための退職などであって本年度内に再就職が不可能と見込まれ、かつ、退職後に給与等を受けることとなっていない場合には、年末調整を行います

■年末調整を行う時期

	年末調整対象者
	年末調整を行う時期

	１）12月まで給与支給する人
	１）12月最後の支払い時

	２）年の途中で死亡退職者
	２）～４）退職時

	３）著しい心身障害のための退職者であって、本年中に再就職が不可能な人
	

	４）12月の支払い給与の後に退職した人
	


＊12月中に給与と賞与を支給する場合であって、給与の前に賞与を支払う場合に、賞与で年末調整をすることも可能です。しかしこの場合には、給与の見積額及び見積り税額を算入して年末調整を行うことが必要であり、年末調整の後に、見積り額に変更があった場合には、給与支給時に再度、年末調整をしなければなくなります。

Ⅲ　年末調整を行う前に

■年末調整のための書類

１．平成20年分　給与所得者の扶養控除等（異動）申告書

・この申告書の提出がない場合は、年末調整はできない

・年の途中で本人や扶養家族の異動があった場合は、都度、提出してもらうこととなっている

	本人及び扶養家族の変動の例

①子などの扶養家族の数の増減

②婚姻（離婚）による扶養対象配偶者の変動

③本人や扶養家族の障害への該当（不該当）や障害程度の変動

④本人の寡婦（特別の寡婦）、勤労学生等への異動


・年末調整の扶養状況は、年末調整を行う日の現況で判定する

・年齢は、本年の12月31日の現況で判定する

　＊年の途中で死亡した人については、死亡日の現況で判定する

・年末調整を行った後に扶養家族の異動があった場合には、翌年の1月末日までであれば、年末調整のやり直しができる

２．平成20年分　給与所得者の配偶者特別控除申告書

・配偶者控除の対象となっている人は、特別控除の適用は受けられない

・夫婦の双方が配偶者特別控除は受けられないため、夫婦のいずれか一方のみで適用する

・控除額の早見表にあてはめて、控除額が正しいかと確認する

・申告書の配偶者の所得合計金額（見積額）の所得金額欄や合計所得金額欄には、収入ではなく、所得金額を記載する

	【参考】所得税の計算上、扶養家族かどうかの所得要件の判定基準

所得に含まれないものの例

・遺族が受ける恩給や年金（死亡した者の生前の勤務に基づいて支給されるものに限る。例　遺族厚生年金等）

・雇用保険の失業等給付

・労働基準法の規定により支給される休業補償

・利子所得のうち、源泉分離課税とされるもの


３．平成20年分　給与所得者の保険料控除申告書

・生命保険・・・一定の生命保険や年金保険であって、①保険金などのすべての受取が所得者本人または所得者の配偶者や親族　②保険料や掛金の支払いが本人　③本年中に支払ったものであること等が必要。保険料証明書（生命保険料控除については9,000円超のもの、個人年金保険料控除は額にかかわりなく必要）の添付要。勤務先の団体契約保険で給与天引きの保険料は、担当者の確認でよい

・特に、個人年金保険については、保険商品名で控除の種類を判断しないこと。保険料控除証明書に「一般」と書いている場合は、保険の商品名にかかわりなく、生命保険料控除の対象となる

・平成18年12月31日までに締結した長期損害保険契約（満期返戻金あり・期間10年以上等の一定要件を満たした、旧長期損害保険料）も地震保険料の控除対象となる

・生命（地震）保険料控除であって証明書の交付が年末調整に間に合わない場合、翌年の1月末日までに提出することを条件として、年末調整をしてもよい

・国民年金等の保険料に係る社会保険料控除については、国民年金の保険料及び国民年金基金の掛金についてのみ、保険料等の支払い証明書の添付が必要

・前職の分も合わせて年末調整する場合には、源泉徴収票に記載してある社会保険料を含める

４．平成20年分　給与所得者の（特定増改築等）住宅借入金等特別控除申告書

・住宅借入金等特別控除を受けようとする最初の年については、年末調整はできず、各個人の確定申告の対象となる。2年目以降は、年末調整の対象となる

・税務署から送付された平成20年分の住宅借入金等特別控除申告書の用紙の下の部分が控除証明書となっている。必ず、添付書類の年末残高等証明書で内容を確認する

・住宅借入金等特別控除申告書は、控除を受ける年分を一括して、税務署から本人に送付しているため、年末調整の際には必ず、本年分のものかを確認する

・連帯債務の場合には、必ず、備考欄に連帯債務の内容、住所及び氏名を記入、押印をしてもらう。その人が勤務者の場合は、勤務先の所在地と名称も明記してもらう。負担すべき割合に応じた分が控除額となる

・本年12月31日まで引き続き居住の用に供していることが、控除の条件（入居後、引き続き居住していたが、死亡または災害のために、居住できなくなったときを除く）

・本年分の合計所得金額が3,000万円超の場合は、本年の控除は対象外

Ⅳ　年末調整の計算フロー

■年末調整フロー（概略）

	年間収入の決定
	1月から12月までの給与総額を集計する（非課税通勤費等は収入の対象外）･･･Ａ

	↓

	給与所得控除後の額の決定
	「平成20年分の年末調整のための給与所得控除後の給与等の金額の表」から、Ａの額をあてはめて、給与所得控除後の金額を出す･･･Ｂ

	↓

	所得控除額の決定
	基礎控除や各種扶養控除及び配偶者特別控除、社会保険控除や生命保険・地震保険料控除等の各種控除額を計算する･･･Ｃ

	↓

	課税所得額の決定
	課税所得を算出する（「Ｂ－Ｃ」の額を1,000円未満切捨て）･･･Ｄ

	↓

	年税額の決定　←税額控除
	Ｄの額から「平成20年分の年末調整のための所得金額の速算表」を使い、年税額を出す。住宅借入等特別控除を受ける場合には、年税額から控除する。100円未満を切捨てる･･･Ｅ

	↓

	既徴収税額と年税額との精算

⇒年末調整
	毎月の給与や賞与から控除した税額と、Ｅの額を比べ、Ｅの額が少なければ還付、多ければ、その年最後の給与（賞与）から徴収・納付し、精算する


■所得控除と税額控除

・所得控除とは･･･所得額から直接控除するもの⇒控除後の額が課税対象の所得額となる

・税額控除とは･･･年税額から直接控除するもの⇒年税額がその分、低額になる

■給与総額や徴収税額の集計

・年末調整作業の前に準備するもの

１．年末調整の対象となる給与と徴収税額の集計…所得税源泉徴収簿

２．給与所得控除後の給与等の金額…所得税源泉徴収簿及び「平成20年の年末調整等のための給与所得控除後の給与等の金額の表」

３．扶養控除額等の合計額の集計…所得税源泉徴収簿及び「平成20年分の配偶者控除、扶養控除額、基礎控除額及び障害者等の控除額の合計額の早見表

　　＊配偶者特別控除額…「平成20年分の配偶者特別控除額の早見表」

４．所得控除額の合計額…所得税源泉徴収簿

５．課税給与所得金額と年税額の算出…所得税源泉徴収簿及び「平成20年分の年末調整のための所得税額の速算表」

６．年調後の年税額の算出…所得税源泉徴収簿及び「住宅借入金等特別控除申告書」

・給与総額徴収税額

　給与を受ける一人一人の本年分の毎月の給与と控除した税額、賞与の支給額と控除した税額を給与等と賞与別に年間集計する。給与から控除した社会保険料等も集計しておく

■給与所得控除後の給与等の金額

・給与総額（所得税源泉徴収簿⑦欄）を、「平成20年分の年末調整等のための給与所得控除後の給与等の金額表」にあてはめて、給与所得控除後の給与等の金額を求める

・本年分の給与総額が651,000円未満…給与所得控除後の給与等の額0円

・本年分の給与総額が660万円以上…表中の計算式に則り算出

　＊計算の結果、小数点以下の端数が出た場合

　　⇒給与所得控除後の給与等の額は円未満切り捨て

■所得控除の種類

	1． 社会保険料控除

2． 小規模企業共済等掛金控除

3． 生命保険料控除

4． 地震保険料控除

5． 配偶者控除
	6． 配偶者特別控除

7． 扶養控除

8． 障害者控除

9． 基礎控除

10． 寡婦（寡夫）控除

11． 勤労学生控除


給与所得控除後の給与等の額　－　各種所得控除　＝　課税給与所得金額
■過不足の精算、還付と徴収・納付

	年調年税額と、先に集計した本年分の徴収税額の合計額とを比べて、

　　　年調年税額＞集計徴収税額⇒徴収・納付

　　　年調年税額＜集計徴収税額⇒還付


・年末調整による過不足額の精算方法には、次の2通りの方法がある

　①本年最後に支払う給与（賞与）についての税額計算を省略し、その給与（賞与）に対する徴収税額はないものとして計算する方法

　②本年最後の給与（賞与）についての税額を一旦計算した上で、精算する方法

　＊②の方法の際は仮に税額を算出しているだけであって、実際には徴収していないので、要注意

・還付額の納付…給与支払い者から社員へ還付する場合は、年末調整を行った月分の給与等の納付税額から差し引く。引ききれない場合は、順次翌月分から差し引き、順次還付する。2ヶ月経過しても還付しきれない見込みの時は、税務署から直接還付（税務署へ書類を提出）

・不足額の徴収…年末調整をする月分の給与等から徴収。徴収しきれない時は、その後の給与から順次徴収する。手取り給与額が、本年1月から年末調整月の前月までの手取り平均給与月額の70％未満となる場合は、税務署長の承認を受け、不足額の徴収を翌年の1月と2月に先に繰り延べてそれぞれ2分　の1ずつにすることも可

■電子計算機等による年末調整

・電子計算機等の年末調整においては、給与書録控除後の給与等の金額を算出する際にまず、給与総額を一定の区分に分ける年調給与額を出し、その額を基に、一定式で組み込まれた給与所得控除後の給与等の計算式に則って計算をしていくこととしています。

	～後期高齢者医療制度の保険料は、誰の社会保険料控除となる？～

・年金から特別徴収される場合⇒本人の所得からの控除

・被保険者の世帯主や配偶者の口座から振替で支払う場合

⇒その保険料を支払っている世帯主または配偶者の所得からの控除

＊原則的には、本人の年金から特別徴収されることになっていますが、平成20年10月からは、世帯主や配偶者の口座からの振替も可能となっています。


Ⅴ　年末調整に必要な各種控除の基礎知識

■所得控除

・所得控除を計算するための書類

①　扶養控除等（異動）申告書

②　保険料控除申告書

　　　　兼

③　配偶者控除申告書

①扶養控除等（異動）申告書

　●基礎控除とは：居住者全てに認められる控除

基礎控除額：38万円

　●配偶者控除とは：・所得者と生計と一にする

　　　　　　　　　　・民法上の配偶者

　　　　　　　　　・合計所得金額が38万円以下の人

　　　　　　　　　　－給与…103万円

　　　　　　　　　　　－年金…158万円（配偶者65歳未満：108万円）

　　配偶者控除＋：・老人控除対象配偶者

　　　　　　　　　　－控除対象配偶者

　　　　　　　　　　－配偶者の年齢70歳以上（昭和14年1月1日以前生まれ）

　　　　　　　　　・同居特別障害者

　　　　　　　　　　－控除対象配偶者

　　　　　　　　　　－特別障害者

　　　　　　　　　　－本人又は親族と同居

　　配偶者控除額：・一般の控除対象配偶者　　　　　　　　　　38万円

　　　　　　　　　・老人控除対象配偶者　　　　　　　　　　　48万円（＋10万円）

　　　　　　　　　・同居特別障害者である控除対象配偶者　　　73万円（＋35万円）

　　　　　　　　　・同居特別障害者である老人控除対象配偶者　83万円

　●扶養控除とは：・生計を一にする

　　　　　　　　　・6親等内の血族及び3親等内の姻族

　　　　　　　　　・合計所得金額が38万円以下の人

　　　　　　　　　　－給与…103万円

　　　　　　　　　　－年金…158万円（被扶養者65歳未満：108万円）

　　扶養控除＋：・老人扶養親族

　　　　　　　　　－年齢70歳以上（昭和14年1月1日以前生まれ）

　　　　　　　　・同居老親

　　　　　　　　　－老人扶養親族

　　　　　　　　　－本人又は配偶者の父母・祖父母など

　　　　　　　　　－本人又は配偶者と同居

　　　　　　　　・特定扶養親族

　　　　　　　　　－年齢16歳以上23歳未満（昭和61年1月2日～平成5年1月1日以前生まれ）

　　　　　　　　・同居特別障害者

　　　　　　　　　－特別障害者

　　　　　　　　　－本人又は親族と同居

　　扶養控除額：・一般の扶養親族　　　　　　　　　　38万円

　　　　　　　　・特定扶養親族　　　　　　　　　　　63万円（＋25万円）

　　　　　　　　・老人扶養親族　　　　　　　　　　　48万円（＋10万円）

　　　　　　　　　同居の場合　　　　　　　　　　　　58万円（＋20万円）

　　　　　　　　・一般の同居特別障害者　　　　　　　73万円（＋35万円）

　　　　　　　　・同居特別障害者である特定扶養親族　98万円

　　　　　　　　・同居特別障害者である老人扶養親族　83万円

　　　　　　　　・同居特別障害者である同居老親等　　93万円

　●障害者控除とは：本人・控除対象配偶者・扶養親族が障害者

　　障害者控除額：・一般の障害者　27万円

　　　　　　　　　・特別障害者　　40万円

　　公的機関の認定がなくても障害者として取り扱うことが出来る人：

　　　・常に就床を要し、複雑な介護を要する人

　　　　－引き続き６ヶ月以上

　　　・障害者手帳等の交付を申請中又は医師の診断書有り

　●寡婦控除とは：・寡婦

　　　　　　　　　　－夫と死別・離婚して再婚していない人や夫の生死が明らかでない方で

　　　　　　　　　　－扶養親族又は生計を一にする子がいる

　　　　　　　　　　　　　若しくは

　　　　　　　　　　－合計所得金額が500万円以下の人

　　　　　　　　　・特別の寡婦

　　　　　　　　　　－夫と死別・離婚して再婚していない人や夫の生死が明らかでない方で

　　　　　　　　　　－扶養親族である子がいる

　　　　　　　　　　　　　及び

　　　　　　　　　　－合計所得金額が500万円以下の人

　　寡夫控除とは：・寡夫

　　　　　　　　　　－妻と死別・離婚して再婚していない人や妻の生死が明らかでない方で

　　　　　　　　　　－生計を一にする子がいる

　　　　　　　　　　　　　及び

　　　　　　　　　　－合計所得金額が500万円以下の人

　　寡婦（寡夫）控除額：・一般の寡婦・寡夫　27万円

　　　　　　　　　　　　・特別の寡婦　　　　35万円（＋8万円）

●勤労学生控除とは：・学校法人等の学生

　　　　　　　　　　　・合計所得金額が65万円以下

　　　　　　　　　　　　給与収入だけの場合：130万円以下

　　　　　　　　　　　・但し、給与所得以外の所得が10万円以上の人を除く

　　勤労学生控除額：27万円

③配偶者控除申告書

　配偶者特別控除とは：・所得所の合計所得金額1,000万円以下

　　　　　　　　　　　・生計を一にする民法上の配偶者の所得

　　　　　　　　　　　　　　38万円を超える76万円未満

　　　　　　　　　　　　給与だけの場合：103万円超　141万円未満

　配偶者控除額：配偶者の所得

　　　　　　　　・38万円超　　40万円未満　　38万円

　　　　　　　　・40万円以上　45万円未満　　36万円

　　　　　　　　・45万円以上　50万円未満　　31万円

　　　　　　　　・50万円以上　55万円未満　　26万円

　　　　　　　　・55万円以上　60万円未満　　21万円

　　　　　　　　・60万円以上　65万円未満　　16万円

　　　　　　　　・65万円以上　70万円未満　　11万円

　　　　　　　　・70万円以上　75万円未満　　 6万円

                ・75万円以上　76万円未満　　 3万円

②保険料控除申告書

●生命保険料控除：・一般の生命保険料

　　　　　　　　　　一契約につき、9,000円以上の場合証明書要

　　　　　　　　　・年金保険料

　　　　　　　　　　全てにつき、証明書要

　　　　　　　　　受取人は、本人・配偶者・その他の親族

　　生命保険料控除額：支払った保険料の額

　　　　　　　　　　　　　　　　   　 25千円以下：保険料全額

　　　　　　　　　　　 　　25千円超  50千円以下：保険料×50％＋12,500円

　　　　　　　　　　　 　　50千円超100千円以下：保険料×25％＋25,000円

　　　　　　　　　　　　　100円円超　　　　　　：5万円

　　　　　　　　　　　一般の生命保険料控除、年金生命保険料控除それぞれ計算して合算

　●地震保険料控除：全てにつき、証明書要

　　　　　　　　　　対象資産

　　　　　　　　　　本人又は生計を一にしている配偶者その他の親族が所有している

　　　　　　　　　　・常時その居住の用に供している家屋

　　　　　　　　　　・生活に通常必要な家屋、じゅう器、衣服その他資産

　　地震保険料控除額：支払った保険料の額（上限5万円）

　　　　　　　　　　　　　　　＋

　　　　　　　　　　　旧長期損害保険料控除額の加算（上限1万5千円）

　　　　　　　　　　　　　合計額（上限5万円）

　●旧長期損害保険料控除：旧長期損害保険とは

　　　　　　　　　　　　　・平成18年12月31日までに締結

　　　　　　　　　　　　　・保険期間10年以上

　　　　　　　　　　　　　・満期返戻金を支払う旨の特約

　　控除額：・地震保険料控除額が5万円→適用無し

　　　　　　・下記を加算（地震保険料控除と合わせて上限5万円）

　　　　　　　　支払った保険料の額

　　　　　　　　　　　　　1万円以下：保険料全額

　　　　　　　　1万円超　2万円以下：保険料×50％+5,000円

　　　　　　　　2万円超　　　　　　：15,000円

　●社会保険料控除：・本人又は生計を一にしている配偶者その他の親族が負担すべき社会保険料

　　　　　　　　　　・その年に支払ったもの

　　　　　　　　　　・国民年金又は国民年金基金の保険料は、証明書必要

　　社会保険料控除額：給与天引きされた保険料

　　　　　　　　　　　　　　　＋

　　　　　　　　　　　申請書の提出による保険料

　●小規模企業共済掛金等控除：・その年に支払ったもの

　　　　　　　　　　　　　　　・全てに証明書必要

　　小規模企業共済掛金等控除額：給与天引きされた掛金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋

　　　　　　　　　　　　　　　　申請書の提出による掛金

■税額控除

・税額控除（住宅借入金等特別控除）を計算するための書類

1 住宅借入金等特別控除申告書

添付書類

2 年末調整のための住宅借入金等特別控除証明書

　　　　　及び

③　住宅取得資金に係る借入金の年末残高証明書

　●住宅借入金等特別控除：・初年度（購入年度）は確定申告

　　　　　　　　　　　　　・所得者の合計所得金額3,000万円以下

　　　　　　　　　　　　　・本人が12月31日まで引き続き居住の用に供している

　　　　　　　　　　　　　・借入金の中には、給与所得者の使用者からの借入金等を含む

　　　　　　　　　　　　　・控除額は、借入金残高の0.5％～1％（限度額あり）

Ⅵ　注意したい実務ポイント

●年末調整では適用されない所得控除　医療費控除及び寄付金控除は確定申告で受ける

●扶養控除等（異動）申告書

　・申告書と言っても税務署に提出するものではない

　・本人、控除対象配偶者や扶養者の状況に変化があった場合には、平成20年度の扶養控除等異動申告書提出する必要がある

●控除対象配偶者・扶養者の所得

　・税法上、所得とは収入ではなく利益を示す

　・つまり、扶養控除等申告書・配偶者特別控除申告書上の所得金額とは、収入金額ではなく、所得金額（103万円の給与所得者であれば、38万円）を記載する

●生計を一にするとは

　・控除対象配偶者や扶養家族に限らない

　・同一の家屋に住んでいる必要はない

　・いわゆる「同じ財布」の中で生活している人

　・同一の家屋に起居している場合には、明らかに互いに独立した生活を営んでいると認められる場合を除き、生計を一にしているものとして取り扱われる

●外国居住者の扶養者

　・外国居住者（日本の非居住者）でも扶養者になれる

　・判定の基準となる合計所得金額とは日本国内における所得に限られるために、外国の所得は加算されない

　・通常、パスポートのコピーや現地の住民票、及び送金の事実（扶養の事実）を確認する書類を求められる

●前納の社会保険料

　・基本的には翌年以降の分の社会保険料は控除出来ない

　ただし

　・前納の期間が一年以内のものでその前納した社会保険料の全額を「保険料控除申告書」に記載している場合には、控除が認められる

　小規模事業共済掛金控除も同様

●本人が支払った社会保険料

　・給与所得者と生計を一にする配偶者その他の親族が負担することとなっている社会保険料などを

　・給与所得者が代わって支払っている場合には

　・その年中に支払った社会保険料は控除の対象となる

●住民税の住宅借入金等特別控除

　・税源移譲に伴う税率の変更があったことにより、特別控除額の一部の適用を受けられなくなった人を救済するために、その分は住民税で控除出来るが、住民税の確定申告が必要

　・年末調整では受けられない

●住宅借入金等特別控除の再適用

　・住宅借入金等特別控除の適用を受けていた人が、

　・勤務先からの転任の命令に伴う転居その他これに準ずるやむを得ない事由により、

　・この控除の適用を受けていた家屋を居住しなくなった後、

　・その家屋を再び居住の用に供し、再度適用を受けた場合

　・その家屋を居住の用に供しなくなる日までに

　・「転任の命令等により居住しないこととなる旨の届出書」に住宅借入金等特別控除証明書等を貼付して

　・税務署に提出しなければならない

Ⅷ　年末調整終了後の業務

■不足額の納付

・年末調整の結果、過納額や不足額が生じた場合は、税務署から送付される「所得税徴収高計算書（納付書）」（整理番号印字済み）の

　　１　年末調整による超過税額

　　２　年末調整による不足税額

　のいずれかの欄を使用し合計額欄に納付すべき税額等を記載し納付

・納付すべき税額が発生しない場合（本税がゼロ）であっても、必ず所得税徴収高計算書（納付書）は提出する

■給与計算に必要な法定調書と交付

	年末調整に係る給与所得に特に必要な法定調書

1． 給与所得者の源泉徴収票（給与支払報告書）

2． 退職所得の源泉徴収票・特別徴収票

3． 給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表


・上記３法定調書の提出期限

　A）前年1年間に支給した給与等について、上記１．３．の調書は、毎年1月31日までに所轄税務署や市区町村へ提出

　B）上記２．の退職所得の源泉徴収票の税務署への提出（法人の役員等のもの）期限は、原則として退職後1ヶ月以内だが、とりまとめて翌年1月31日まででも可。ただし、市区町村への提出は、退職後1ヶ月以内

　C）平成21年は、曜日の関係上、1月31日⇒2月2日まで

　D）１．及び２．は、受給者本人にも交付

　E）３．の合計表は、源泉徴収票等の法定調書を税務署へ提出する際に添付

＊「給与支払報告書」は源泉徴収票とは異なり、平成21年1月1日現在において給与を受けているすべての社員のものを、平成21年1月1日現在の住所地の市区町村へ提出します。（前年の途中の退職者であって、退職後1ヶ月以内に提出していないものを含む）

■給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表の作成と税務署への提出

・源泉徴収票等の法定調書を所轄税務署へ提出する際に、「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」を添付

・税務署から合計表が送付されていて、平成20年度に提出すべき法定調書がない場合…合計表の適用欄に「該当なし」と記載し、提出

・税務署から送付された手引き等で、書き方を確認

特に合計表中　１．給与所得の源泉徴収票合計表欄の「支払金額」及び「源泉徴収税額」には、年の途中で入社した社員の、就職前の他の会社からの給与額及び源泉徴収税額を含めないことに注意

→源泉徴収票に、前職の額が合算されている場合は要注意

■新年度分、給与所得者の扶養控除等（異動）申告書の受理

・会社は、毎年最初に、社員が給与の支払いを受ける前日までに、扶養控除申告書を受理、内容を確認する

・一人の人が、同時に、2箇所以上の給与支払者へ提出できない⇒主たる給与の支払者へのみ提出

Ⅸ　特殊な場合の年末調整

●年末調整後に給与の追加払いがあった

　…本年中に本年分の給与の追加支給があった場合は、年末調整のやり直しをする（以下、再調整という）。翌年になって給与改定が行われ、本年に遡及して支給されることとなった場合は、翌年の所得であるため、翌年の年末調整の対象となるので、再調整はしない

●年末調整後、扶養親族の異動、保険料控除や住宅借入金等特別控除の再提出があった

　…給与所得者の源泉徴収票を受給者に交付するまで（1月31日）は、再調整可

●年の途中で死亡退職した

　…死亡時までに支給期到来した給与分で年末調整を行う

Ⅹ　給与所得者と確定申告

■確定申告の時期

2月16日～3月15日まで平日

還付の場合は、2月15日前の申告可

■給与所得者であっても、確定申告の対象となる人

1． 本年中の給与等の収入金額が2,000万円を超える人

2． 1ヶ所から給与等を受ける人であって、給与所得や退職所得以外の所得（地代、家賃、原稿料等）の合計額が20万円を超える人（１・４・５・７を除く）

3． ２ヵ所以上から給与等の支払を受ける人（１・４・５・７を除く）であって、年末調整をした主たる給与等以外の給与収入額及び給与所得や退職所得以外の地代等の収入との合計額が20万円超の人

4． 常時2人以下の家事使用人のみの会社であって、給与支払の都度、税額を源泉控除されないこととなっている一定の人

5． 同族会社の役員等であって、その会社から給与以外の不動産の賃貸料等の支払を受けている人

6． 退職所得の支払を受ける際に「退職所得の受給に関する申告書」を提出していなかったため20％税率を適用したが、その源泉徴収税額が「退職所得の源泉徴収税額表」を適用して計算した税額よりも少ない人

7． 災害減免法の徴収猶予または還付を受けている人

■給与所得者であっても、確定申告をすれば税が戻ってくる人（還付される）人

1． 年の途中で退職したため年末調整がされなかった人で、その年の税を納め過ぎになっている人

2． 災害により、家財や住宅についてその価額の50％以上損害を受けたため、災害減免法の規定による所得税の減額や免除を受けようとする人

3． 災害等の損害を受けた場合等であって、所得税法の雑損控除を受けようとする人（２の場合は、その災害による損失を除く）

4． 支払った医療費が、10万円か所得金額の合計額の5％相当額のいずれか低い金額を超えるため、医療費控除を受けようとする人

5． 一定の寄附金や政治献金をしたため、寄附金控除を受けようとする人

6． 所得が一定額以下であって、配当所得控除を受けようとする人

7． 外国で所得税に相当する税を納めた人で、外国税額控除を受けようとする人

8． 住宅の取得等をした人であって住宅借入金等特別控除が受けられる人や、2年目以降の適用であるが、年末調整で住宅等借入金控除を受けていない人

9． 退職所得の支払を受ける際に「退職所得の受給に関する申告書」を提出していなかったため、20％税率適用の税を納めたが、その額が「退職所得の源泉徴収税額表」を適用して計算した税額を超えている人

10． 政党等寄附金特別控除や住宅耐震改修特別控除を受けようとする人

11． 確定申告書のe-Tax提出により、電子証明書特別控除が受けられる人

12． 特別支出控除の特例の適用を受けようとする人
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